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【議案第 1 号】 

食料･農業･農村基本政策の実現に向けた政策提案 

食料安全保障が基本理念の柱として位置付けられた「食料・農業・

農村基本法の一部を改正する法律案」が先の通常国会において可決さ

れ、併せて３つの関連法が成立した。 

この中では、不測時の食料安全保障の強化やスマート農業の推進、

農地の総量確保と適正利用等を目指す内容が盛り込まれ、来年度通常

国会に提出予定の適正な価格形成に関する法律も踏まえつつ、「食

料・農業・農村基本計画」の具体化に向け動き出すこととなる。 

一方で、昨年改正された農業経営基盤強化促進法により、現場には

地域の将来の農地利用を明確化する「地域計画」について、今年度末

までの策定が求められている。我々農業委員会組織は、その策定に向

け組織をあげて取り組んでいるところであり、今後はその具現化に向

けて、農地の保全と多様な人材も含む担い手等の結集を図りながら、

地域の農地を活かし、持続的な農業・農村を創る活動を着実に進めて

いくことが必要である。 

以上の情勢により、基本計画等の見直しや農業委員会組織の課題等

を踏まえ、以下の通り政策提案を行うものとする。 

１．食料安全保障の確立に向けた対策 

（１）改正基本法の理念を実現する大型で安定的な財源の確保

改正食料・農業・農村基本法（以下、改正基本法）における関連施策の具

体化に当たっては、実効性を確保するため、現場の実情を踏まえた自由度の

高い事業の運用に配慮すること。 

また、食料安全保障の確立には、国の重点的な予算措置が不可欠であるこ

とから、大型な農林水産予算を持続的に確保すること。 

（２）合理的な価格形成の実現と国民理解の醸成

食料の合理的な価格形成の実現に向け、必要な情報の収集と体制の整備を
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進め、生産コストなどの十分な反映が可能となる法の制定を急ぐこと。 

また、消費者に対して、農家が再生産可能な価格形成に向けた理解醸成と、

国産農畜産物の消費拡大に向けた行動変容を促すための情報発信を強力に展

開すること。 

（３）米政策の新たな展開

① 「水田活用の直接支払い交付金」の十分な予算の確保等

水田のフル活用を推進するため、「水田活用の直接支払い交付金」の十分

な予算を安定的に確保すること。 

また、同交付金が大豆やソバ等を転作作物として耕作する農家の経営を恒

常的に支えてきた実態を踏まえ、食料自給率の維持・向上の観点からも、農

地が農地として面的に利用・保全されるよう新たな交付金の創設について

検討すること。 

② 畑地化促進への支援の拡充

水田からの畑地化を促す「畑地化促進事業」については、助成が５年に

限られ経営の安定化が見通せないことから、畑地化を着実に進めるため、

同事業を一定期間継続した支援とするとともに、関連予算を十分に確保す

ること。 

③ 米価安定と輸出拡大等による需要拡大

主食である米については、農家が意欲を持って生産し、消費者が必要な量

をいつでも購入できる状態を維持することが必要である。 

このため、今年の米を巡る状況を踏まえ、米の需給バランスに十分に留意

するとともに、農家が再生産可能な米価水準の維持に努めること。 

また、米や米を原料とした加工品（日本酒、米菓等）の輸出拡大を図りつ

つ、各輸入国における輸入規制の撤廃・緩和に向けて総合的に取り組むとと

もに、併せて国内の輸出向け生産基盤の強化を図ること。 

（４）農業生産資材等高騰対策の充実

肥料・飼料や農機具等は今後も価格の高騰や高止まりが続くことが懸念さ

れている。 

このため、農業者の負担が軽減され意欲をもって営農できるよう、引き続き

資材のセーフティーネット対策の拡充に加え、農業生産資材や物流コストの高

騰対策を講じること。 

3



（５）スマート農業機械・設備の普及拡大への支援

このたびの「スマート農業技術促進法」を着実に推進するため、スマート農

業の導入による省力化で、地域の担い手等の中心経営体の育成・定着が図られ

るよう、導入する機械・施設等の負担軽減措置や経営管理に対する支援の充実

を図ること。 

また、スマート農業の機械等の低価格化を引き続き推進するとともに、通信

環境の改善・整備（基地局の導入補助等）及び小規模農家への導入を支援する

こと。 

２．農地政策の強化 

（１）「農用地利用集積等促進計画」への一本化に向けた措置

令和７年度から「農用地利用集積計画」と「農用地利用配分計画」が農地中

間管理機構を通じた「農用地利用集積等促進計画」に一本化されるが、今後の

権利設定において事務の簡素化が確実に図られるよう措置すること。 

（２）潜在的な遊休農地対策への支援強化について

年々、遊休農地が増加しており、農家の高齢化や担い手の規模拡大（集積）

の限界から、地域内での取組が非常に困難な状況となっている。 

このため、地域計画において位置づけられた地域外の担い手等が行う遊休農

地解消活動について、一定の条件のもとで経費（移動の交通費等）を補てんす

る制度の導入を検討すること。 

（３）相続未登記（所有者不明）農地、土地持ち非農家（不在村地主）の農

地対策 

今年４月からの相続登記の義務化を踏まえ、その周知の徹底を図るとともに

所有者不明農地の発生防止等の取組を支援する予算について検討すること。 

３．農村を担う者の確保と経営支援 

（１）農業を担う者への経営支援

農業を担う者を対象とした各種補助事業の採択要件については、条件不利

農地や荒廃農地の引き受け、農業産出額の維持、雇用労働者の定着といっ

た、これまでの実績を評価する枠を設ける等、今後益々重要となる地域農業
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の維持を評価する仕組みを検討すること。 

また、改正基本法で位置づけられた「それ以外の多様な農業者」の特性と

役割に応じた施策の検討や、第５次男女共同参画基本計画に係る女性登用促

進について、十分な予算措置を講ずること。 

（２）新規就農に係る予算の確保と拡充

新規就農者の確保・育成に効果的な「就農準備資金・経営開始資金」につい

ては、研修や営農に支障を来さないよう、引き続き十分な予算を確保するとと

もに、様々な家族構成に応じた段階的な金額設定や、移住・定住政策と併用し

た制度創設について検討すること。 

また、営農開始に必要な機械等の導入を進める「青年等就農資金」や、新規

雇用を支援する「雇用就農資金」等、就農者の定着に向けた支援についても、

十分な予算を確保すること。 

（３）農業法人等の確保・育成

ほ場整備事業の推進等により農業法人が増加しているが、法人運営に当た

っては、個人経営とは異なった経営や労務管理等のノウハウの習得が必要であ

ることから、手厚いサポートが求められている。 

このため、農業法人の設立を支援する事業や、機械等の初期投資に係る支援

事業について充分な財源を確保すること。 

（４）有害鳥獣被害対策の強化

今般、ツキノワグマの出没や遭遇による人身被害は、山間部に限らず平地の

住宅地でも発生するなど、もはや全地域共通の深刻な社会問題となっており、

出没抑制や被害防止対策は一刻の猶予もない状態となっている。 

このため、「鳥獣被害防止総合対策交付金」を十分に確保した上で、鳥獣被

害対策を実施する地域の取組に対して支援すること。 

また、家畜伝染病対策として、豚熱や鳥インフルエンザ等の家畜伝染病への

対応を強化する旨を基本計画に明記し、動植物検疫等の強化や家畜疾病の蔓延

防止及び防疫に向けた必要な施策を講じること。 

特に、近年増加傾向にあるイノシシについては、経口ワクチン散布事業等防

疫対策費の充分な予算を確保するとともに、「くくりわな」による捕獲の実施、

指定管理鳥獣対策を専門に担う自治体職員の育成等、行政支援の拡充を図るこ

と。 
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４．農村の防災・減災対策の強化と基盤整備の促進 

（１）農村の防災・減災対策の強化 

大規模自然災害に対する備えとして、農村地域における防災・減災対策の

早急な整備強化を進めること。 

 

（２）農業農村整備対策の促進  

ほ場の大区画化や排水対策など基盤整備事業の一層の加速化及び老朽化し

た農業用水利施設の更新や、スマート技術を取り入れた機材の導入に向け、今

後ともほ場整備と一体的な整備が可能となるよう、引き続き十分な予算を安定

的に確保すること。 

また、中山間地域等で、ほ場整備が困難な農地については、面積要件の緩和

等についても検討すること。 

 

（３）中山間地域等直接支払制度の拡充・強化 

中山間地域等直接支払制度は、条件不利地域における農業振興・環境整備・

集落活動の維持に極めて大きな役目を果たし定着しているが、人件費の増加に

伴い、現状の交付金単価では作業従事者の負担が大きく、実行性も低くなって

いることから、コスト高を踏まえた交付金単価に見直すこと。 

 

 

５．地域計画を推進する農業委員会組織への支援 

（１）農業委員会組織予算の確保 

地域計画の策定及び策定後の計画実現の話し合いの中で大きな役割を担う

農業委員会が、十分かつ円滑に活動が展開できるよう、引き続き農業委員会ネ

ットワーク機構を含め令和７年度以降も十分な予算を確保すること。 

 

（２）農業委員と農地利用最適化推進委員の併存配置の見直し 

農業委員会が地域に寄り添った活動を行うためには、機動的に活動するこ

とが必要であるが、農業委員と農地利用最適化推進委員の立場や役割等の違い

により、一体的な運営に支障が生ずる現状となっていることから、両委員の設

置の在り方について見直しを検討すること。 

また、見直しに当たっては、委員数が減少しないよう現在の農業委員と推進

委員を合わせた人数の確保を前提に、実効性が維持される制度とすること。 
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